
概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

１

日
本
国
は
、
自
国
の
領
海
、
内
水
、
排
他
的
経
済
水
域
及
び
大
陸
棚
に
お
け
る
漁
業
へ
の
投
資
又
は
こ
れ
ら
の

漁
業
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
関
す
る
措
置
を
採
用
し
、
又
は
維
持
す
る
権
利
を
留
保
す
る
。

２

こ
の
留
保
の
適
用
上
、「
漁
業
」
と
は
、
水
産
資
源
の
採
取
及
び
養
殖
の
事
業
を
い
い
、
漁
業
に
関
連
す
る
次
の

サ
ー
ビ
ス
を
含
む
。

⒜

水
産
資
源
の
採
取
を
伴
わ
な
い
調
査

⒝

集
魚

⒞

漁
獲
物
の
保
蔵
及
び
加
工

⒟

漁
獲
物
及
び
そ
の
製
品
の
輸
送

⒠

漁
業
に
使
用
さ
れ
る
他
の
船
舶
へ
の
補
給

現
行
の
措
置

外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
二
十
八
号
）
第
二
十
七
条

対
内
直
接
投
資
等
に
関
す
る
政
令
（
昭
和
五
十
五
年
政
令
第
二
百
六
十
一
号
）
第
三
条

外
国
人
漁
業
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
六
十
号
）
第
三
条
、
第
四
条
及
び
第
六
条

排
他
的
経
済
水
域
に
お
け
る
漁
業
等
に
関
す
る
主
権
的
権
利
の
行
使
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
七
十
六

号
）
第
四
条
、
第
五
条
、
第
七
条
か
ら
第
十
二
条
ま
で
及
び
第
十
四
条

十
二

分
野

土
地
取
引
に
関
す
る
事
項

小
分
野

産
業
分
類

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
七
条
）

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
及
び
第
八
・
十
六
条
）

最
恵
国
待
遇
（
第
八
・
九
条
及
び
第
八
・
十
七
条
）

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

１

政
令
に
よ
り
日
本
国
に
お
け
る
外
国
人
又
は
外
国
の
法
人
に
よ
る
土
地
の
取
得
又
は
賃
貸
借
を
禁
止
し
、
又
は

制
限
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
日
本
国
の
国
民
又
は
法
人
が
、
そ
の
外
国
に
お
い
て
、
同
一
又
は
類
似
の

禁
止
又
は
制
限
を
課
さ
れ
て
い
る
場
合
に
限
る
。

２

日
本
国
は
、
日
本
国
に
お
け
る
農
地
の
取
得
に
関
す
る
措
置
を
採
用
し
、
又
は
維
持
す
る
権
利
を
留
保
す
る
。

（
注
）

注

こ
の
項
に
お
い
て
、
第
八
・
七
条
の
規
定
に
基
づ
く
義
務
は
、
日
本
国
に
お
け
る
農
地
の
取
得
に
関
す
る

措
置
を
採
用
し
、
又
は
維
持
す
る
権
利
を
留
保
す
る
こ
と
の
み
を
目
的
と
し
て
記
載
さ
れ
る
。
日
本
国
に
お

け
る
農
地
の
取
得
に
関
し
て
は
、
同
条
の
規
定
に
基
づ
く
義
務
に
適
合
し
な
い
措
置
の
み
を
課
す
る
こ
と
が

で
き
る
。

現
行
の
措
置

外
国
人
土
地
法
（
大
正
十
四
年
法
律
第
四
十
二
号
）
第
一
条

農
地
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第
二
百
二
十
九
号
）
第
二
条
、
第
三
条
、
第
六
条
及
び
第
七
条

十
三

分
野

法
の
執
行
及
び
矯
正
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
並
び
に
社
会
事
業
サ
ー
ビ
ス

小
分
野

産
業
分
類

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
七
条
及
び
第
八
・
十
五
条
）

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
八
条
及
び
第
八
・
十
六
条
）

最
恵
国
待
遇
（
第
八
・
九
条
及
び
第
八
・
十
七
条
）

経
営
幹
部
及
び
取
締
役
会
（
第
八
・
十
条
）

特
定
措
置
の
履
行
要
求
の
禁
止
（
第
八
・
十
一
条
）

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

日
本
国
は
、
法
の
執
行
及
び
矯
正
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
へ
の
投
資
又
は
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提

供
に
関
す
る
措
置
並
び
に
公
共
の
目
的
の
た
め
に
創
設
さ
れ
、
若
し
く
は
維
持
さ
れ
る
社
会
事
業
サ
ー
ビ
ス
（
所
得

に
関
す
る
保
障
又
は
保
険
、
社
会
保
障
又
は
社
会
保
険
、
社
会
福
祉
、
公
衆
の
た
め
の
訓
練
、
保
健
、
保
育
及
び
公

営
住
宅
）
へ
の
投
資
又
は
こ
れ
ら
の
サ
ー
ビ
ス
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
関
す
る
措
置
を
採
用
し
、
又
は
維
持
す

る
権
利
を
留
保
す
る
。

現
行
の
措
置

十
四

分
野

警
備
業

小
分
野

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

九
二
三

警
備
業

関
連
す
る
義
務

市
場
ア
ク
セ
ス
（
第
八
・
七
条
及
び
第
八
・
十
五
条
）

内
国
民
待
遇
（
第
八
・
十
六
条
）

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

日
本
国
は
、
警
備
業
に
係
る
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
関
す
る
措
置
を
採
用
し
、
又
は
維
持
す
る
権
利
を
留
保
す
る
。

現
行
の
措
置

警
備
業
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
百
十
七
号
）
第
四
条
及
び
第
五
条

十
五

分
野

全
て
の
分
野

小
分
野

産
業
分
類

関
連
す
る
義
務

最
恵
国
待
遇
（
第
八
・
九
条
及
び
第
八
・
十
七
条
）

概
要

投
資
の
自
由
化
及
び
国
境
を
越
え
る
サ
ー
ビ
ス
の
貿
易

１

日
本
国
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
（
注
）
を
除
く
全
て
の
二
国
間
又
は
多
数
国
間
の
協
定
で
あ
っ
て
、
こ
の
協
定
の
効

力
発
生
の
日
に
お
い
て
効
力
を
有
し
、
又
は
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
日
の
前
に
署
名
さ
れ
た
も
の
（
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
二
国
間
又
は
多
数
国
間
の
協
定
を
「
既
存
の
協
定
」
と
い
う
。）に
基
づ
き
第
三
国
の
サ
ー

ビ
ス
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
、
企
業
又
は
企
業
家
に
対
し
て
何
ら
か
の
待
遇
を
与
え
る
義
務
を
負
う
場
合
に
は
、
欧

州
連
合
の
サ
ー
ビ
ス
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
、
対
象
企
業
又
は
企
業
家
に
対
し
、
当
該
第
三
国
の
サ
ー
ビ
ス
、
サ
ー

ビ
ス
提
供
者
、
企
業
又
は
企
業
家
に
与
え
る
待
遇
よ
り
も
不
利
な
待
遇
（
程
度
の
い
か
ん
を
問
わ
な
い
。）を
与
え

る
措
置
を
採
用
し
、
又
は
維
持
す
る
権
利
を
留
保
す
る
。

注

こ
の
留
保
の
適
用
上
、「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
」
と
は
、
二
千
十
六
年
二
月
四
日
に
オ
ー
ク
ラ
ン
ド
で
署
名
さ
れ
た

環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
又
は
サ
ー
ビ
ス
及
び
投
資
に
関
連
す
る
そ
の
他
の
国
際
協
定
（
次
の
⒜

及
び
⒝
の
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
る
。）を
い
う
。

⒜

サ
ー
ビ
ス
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
、
企
業
又
は
企
業
家
に
対
し
、
二
千
十
六
年
二
月
四
日
に
オ
ー
ク
ラ
ン

ド
で
署
名
さ
れ
た
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
協
定
と
実
質
的
に
同
等
の
自
由
化
及
び
保
護
を
与
え
る

も
の

⒝

日
本
国
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、
ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
、
ペ
ル
ー
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
ベ

ト
ナ
ム
、
カ
ナ
ダ
、
メ
キ
シ
コ
、
ブ
ル
ネ
イ
・
ダ
ル
サ
ラ
ー
ム
国
及
び
チ
リ
の
全
て
の
国
に
よ
っ
て
署
名

さ
れ
る
も
の

２

１
に
規
定
す
る
日
本
国
の
権
利
が
妨
げ
ら
れ
な
い
限
り
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
が
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
日
に
お
い

て
効
力
を
有
し
、
又
は
こ
の
協
定
の
効
力
発
生
の
日
の
前
に
効
力
を
生
ず
る
場
合
に
は
、
日
本
国
が
既
存
の
協
定

の
締
約
国
と
な
り
、
引
き
続
き
締
約
国
で
あ
り
、
又
は
締
約
国
で
な
く
な
る
か
ど
う
か
と
は
無
関
係
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協

定
に
よ
り
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
締
約
国
（
注
１
）
の
サ
ー
ビ
ス
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
、
企
業
又
は
企
業
家
に
対
し
て
与
え

ら
れ
る
待
遇
に
関
し
、
日
本
国
は
、
同
様
の
状
況
に
あ
る
欧
州
連
合
の
サ
ー
ビ
ス
、
サ
ー
ビ
ス
提
供
者
、
対
象
企

業
又
は
企
業
家
に
対
し
、
当
該
待
遇
よ
り
も
不
利
で
な
い
待
遇
を
与
え
る
。（
注
２
）

注
１

こ
の
留
保
の
適
用
上
、「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
締
約
国
」
と
は
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
が
効
力
を
生
じ
て
い
る
国
又
は
独

立
の
関
税
地
域
を
い
う
。

注
２

こ
の
留
保
の
対
象
に
は
、
１
に
規
定
す
る
既
存
の
協
定
の
枠
組
み
の
下
に
お
け
る
そ
の
後
の
見
直
し
、

改
正
又
は
自
由
化
の
結
果
と
し
て
当
該
既
存
の
協
定
に
基
づ
く
第
三
国
の
サ
ー
ビ
ス
、サ
ー
ビ
ス
提
供
者
、

企
業
又
は
企
業
家
に
対
す
る
何
ら
か
の
待
遇
が
新
た
に
与
え
ら
れ
る
場
合
に
は
、
当
該
見
直
し
、
改
正
又

は
自
由
化
を
含
ま
な
い
。

３

日
本
国
は
、
二
国
間
又
は
多
数
国
間
の
協
定
（
既
存
の
協
定
及
び
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
を
除
く
。）に
基
づ
き
各
国
に
対

し
て
異
な
る
待
遇
を
与
え
る
措
置
で
あ
っ
て
、
次
の
い
ず
れ
か
の
事
項
に
関
係
す
る
も
の
を
採
用
し
、
又
は
維
持

す
る
権
利
を
留
保
す
る
。

⒜

漁
業

⒝

海
事
（
海
難
救
助
を
含
む
。）

現
行
の
措
置

十
六

分
野

農
業

小
分
野

酪
農
業

肉
用
牛
生
産
業

産
業
分
類

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

〇
一
二
一

酪
農
業

Ｊ
Ｓ
Ｉ
Ｃ

〇
一
二
二

肉
用
牛
生
産
業
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